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公衆災害
撲滅に向けた取組み

2 0 2 3 年2 月2 2 日
株式会社竹中工務店

東京本店技術部
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NO テーマ

1 公衆災害の発生状況

2 「配管・配線の損傷」に関する災害の防止

3 「工事車両」に関する災害の防止

4 「建設機械」 に関する災害の防止

5 「飛来・落下・飛散（ 物損） 」災害の防止

6 「飛散（ 汚損） 」災害の防止

7 「騒音・振動」災害の防止

8 「火災事故」の防止

9 まとめ

報告内容
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公共工事における 公衆災害発生状況を 左図、 建築工事（ 当社東京本店集計）

における 発生状況を 右図に示す。 ど ちら も 「 埋設物等のイ ン フ ラ の損傷」 で

約2 0 ％、 「 重機等（ 工事車両含む） の接触・ 転倒」 で約2 0 ％と 多い。 建築工事

では「 飛来・ 落下・ 飛散」 も 約2 0 ％と 多いこ と が特徴である 。

1 . 公衆災害の発生状況 ①

公共工事 建築工事（ 当社東京本店）

出展） 建設工事をと り ま く 状況等について
～公衆災害の発生状況～（ 2 0 1 8 年 国土交通省） を基に作成

配線配管損傷
約2 0 ％

重機
作業車

工事車両
約2 0 ％

飛来 落下 飛散
約2 0 ％

埋設物損傷
約2 0 ％

重機
作業車

工事車両
約2 0 ％
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全国の自治体で受付のあった公害苦情の件数のう ち、 16％が「 工事・ 建設作業」 で

あり 、 その中で最も 多い苦情要因は「 騒音・ 振動」 と なっており 74％を占めている 。

1 . 公衆災害の発生状況 ②

公害苦情発生原因 「 工事・ 建設作業」 の苦情内訳

出展） 令和3 年度 公害苦情調査結果報告書（ 令和4 年1 2 月 公害等調整委員会事務局） を 基に作成

焼却（施設）2%

飲食店営業 2%
カラオケ1%
自動車運行 2%
鉄道運行 0.1%
航空機運航 0.4%

産業用
機械作動
７％

産業排水 1%
流出・漏洩 4%

工事・
建設作業
１６％

廃棄物
投棄
１２％

焼却
（野焼き）
１７％

自然系
１１％

不明
６％その他

１２％

家庭生活（機器）1%
家庭生活（ペット）1%
家庭生活（その他）4%

工事・建設作業
16％

騒音・振動
74％

騒音振動

以上を踏ま え、 公衆災害撲滅に向けた当社の取組みを紹介する
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公衆災害の約2 0 ％を占める 「 配管・ 配線の損傷」 の中でも 、 最も 多いのが地中

埋設物に関する も のであり 、 その多く は建築現場で発生し ている 。 ま た「 配

管・ 配線の損傷」 で最も 多い損傷物は「 給水管」 と なり 半数程度を占めている 。

地中埋設物は「 目に見えないこ と 」 「 埋設物に関する 情報不足」 など が損傷要

因と し て挙げら れる 。

2 . 「 配管・ 配線の損傷」 に関する 災害の防止 ①

配管・ 配線の損傷内訳 埋設配管の事故 工事種別

出展） 「 2 0 2 1 年中における 建設工事に伴う 地下埋設物・ 架空線事故の発生状況」 （ 2 0 2 2 年4 月 (一社)日本建設業連合会） を 基に作成

埋設配管事故 損傷物

埋設配管が
約４ ０ ％

建築が
約３ ０ ％

給水管が
５ ６ ％
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地中埋設物の損傷要因は「 指示の不徹底」 が2 5 ％と 最も 多く 、 次いで「 埋設管

位置と 図面の相違」 「 試掘なし ・ 不十分」 が挙げら れる 。 再発防止には、 事前

調査・ 試掘によ る 配管ルート の把握と 周知、 作業者ま で確実な情報共有と 指示

の徹底が重要である と 考えら れる 。 日本建設業連合会では地下埋設物事故の未

然防止のため、 安全旬間など の取組みを行い、 周知を図っている 。

2 . 「 配管・ 配線の損傷」 に関する 災害の防止 ②

出展） 「 2 0 2 1 年中における 建設工事に伴う 地下埋設物・ 架空線事故の発生状況」 （ 2 0 2 2 年4 月
(一社)日本建設業連合会） を基に作成

埋設管損傷の発生要因

安全旬間ポス タ ー
（ 2 0 2 2 年1 1 月 日本建設業連合会）

路上マーキングなし
(6件),2%

埋設管の位置と
図面と で相違あり
(35件),14%

試掘なし 又は不十分
(30件),12%

道路台帳に記載なし
(27件),11%

指示の不徹底
( 6 3 件) 2 5 ％

埋設管位置と
図面の相違

( 3 5 件) 1 4 ％
試掘なし
・ 不十分

（ 3 0 件) 1 2 ％
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当社の取組みの一つと し て「 埋設配管事故防止チェ ッ ク リ ス ト 」 を作成し 「 指

示の不徹底」 「 埋設管位置と 図面の相違」 「 試掘なし ・ 不十分」 に関する 対策

立案に漏れが無いよ う にチェ ッ ク リ ス ト を活用し ている 。

2 . 「 配管・ 配線の損傷」 に関する 災害の防止 ③

■事前調査
・ 既存図面の確認
・ 客先への確認
・ 5 社照会の実施
・ 試掘、 表示杭等の確認

■事前工事計画
・ 工事手順書の作成
・ 関係者全員での事前打合せ
・ 指示報告系統、 緊急連絡体制の確認
・ 現地現物によ る 打合せ、 ルート 確認表示
・ 建築主への確認、 工事内容の承諾

■完了後
・ 工事完了後の機能障害がないこ と の確認

「 埋設管事故防止チェ ッ ク リ ス ト 」 の活用
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事故要因である 「 埋設管位置と 図面の相違」 については、 必要に応じ て探査機

を使用し 、 埋設管の位置の調査や実測を行っている 。 当社の取組みの一つと し

て、 地中探査結果や既存図面から 、 埋設管情報をモデル化し 、 新築データ と 重

ね合わせた情報を工事着手前に関係者全員で共有し ている 。 さ ら にはAR技術を

活用し て埋設管位置を見える 化する など 、 埋設管損傷防止を推進し ている 。

2 . 「 配管・ 配線の損傷」 に関する 災害の防止 ③

探査機を使用し た事前調査 ARグラ ス によ る 確認
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NO テーマ

1 公衆災害の発生状況

2 「配管・配線の損傷」に関する災害の防止

3 「工事車両」に関する災害の防止
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6 「飛散（ 汚損） 」災害の防止

7 「騒音・振動」災害の防止

8 「火災事故」の防止

9 まとめ
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工事車両に関する 災害は、 公衆災害の約1 0 ％を占め、 その中でも 工事用ゲート

出入口での物損事故が多い。 ま た積荷の落下・ 立往生によ る 通行妨害、 路上待

機によ る 交通事故誘発問題も 発生し ており 、 こ れら の対策が重要と なる 。

３ ． 「 工事車両」 に関する 災害の防止①

工事車両に関する 公衆災害

接触・ 物損 積荷落下・ 立往生 路上待機車両

バリ ケード
物損

積荷
落下

踏切内
立往生

待機
車両

待機
車両
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工事車両に関する 災害防止のためには、 作業所周囲の交通状況を把握し た上で

の注意喚起と 運転手への教育が重要である 。 作業所毎に車両運行ルールや運行

経路の注意ポイ ント 、 運転時・ 降車時の確認事項など を作成し 、 運転手を含む

関係者全員に事前周知し 遵守さ せる こ と が重要と なる 。

３ ． 「 工事車両」 に関する 災害の防止②

工事車両4 S 運動運搬車両運行ルール 交通危険個所マッ プ
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路上待機する 車両削減のための当社の取組みの一つと し て、 東京都内の作業所

が共通で利用でき る 「 工事車両待機場所（ TAK-s ta tio n ） 」 を設置し 運営し て

いる 。 こ の取組みによ り 3 0 ～6 0 台/日、 1 万台/年 以上の路上待機車両を削減

出来ており 、 路上待機車両によ る 交通事故誘発リ ス ク の低減が図ら れている 。

３ ． 「 工事車両」 に関する 災害の防止③

TAK-s ta tio n の運営状況 運転手の声 TAK-s ta tio n の実績

設置実績
①虎ノ 門 2 0 1 8 年～2 0 1 9 年
②芝浦 2 0 1 9 年～2 0 2 1 年
③江東佐賀 2 0 2 1 年～2 0 2 2 年
④六本木 2 0 2 3 年（ 計画中）

愛宕警察署よ り 感謝状
（ 2 0 1 9 年）
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公衆災害の約1 0 ％を占める 「 建設機械」 のう ち、 高所作業車やバッ ク ホウ など

によ る 「 作業時の接触」 によ る 物損事故が最も 多く 約8 0 ％を占めている 。 ま た

ク レ ーンブームによ る 接触事故も 報告さ れている 。

４ ． 「 建設機械」 に関する 災害の防止①

建設機械に関する 災害の内訳 建設機械によ る 接触事故の例

作業時の接触
約8 0 ％

高所作業車接触 バッ ク ホウ 接触

出展） 当社東京本店集計データ

作業時接触

ク レ ーンブーム の接触

ク レ ーン ブームが送電
線に接近し 放電が発生



16４ ． 「 建設機械」 に関する 災害の防止②

電柱・ 架空線 高圧線の安全離隔距離

３ Ｄ ス キャ ナで架空線の位置を計測
モデル内に架空線データ 取込み揚重計画を検討

接触事故防止のための当社の取組みの一つと し て、 図面が存在し ない既存建物、
狭小敷地での電柱と 架空線、 高圧線など を対象に３ Dｽｷｬﾅー によ る 実測･モデル化
を行っている 。 実測データ の活用によ り 、 架空線と の干渉を避けた詳細な揚重
計画立案が可能と なる 。

３ Ｄ ス キャ ナで高圧線の位置を 計測
モデル内に高圧線データ 取込み揚重計画を検討

高圧線の安全離隔範囲
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当社集計の公衆災害のう ち、 工事エリ ア外への「 飛来、 落下、 飛散（ 物損） 」

は約1 0 ％を占める 。 要因物では解体工事における コ ンク リ ート ガラ ・ 鉄骨片が

最も 多く 、 次に工具類、 足場の組立解体時の仮設部材、 養生材、 ボルト 類が続く 。

５ ． 「 飛来・ 落下・ 飛散（ 物損） 」 災害の防止①

飛来・ 落下・ 飛散物の内訳

出展） 当社東京本店集計データ

解体工事
ガラ ・ 鉄骨片

約2 0 ％

ガラ ・ 鉄骨片

工具類

仮設部材
養生材

ボルト

飛来・ 落下・ 飛散物

仮設部材 ボルト

解体ガラ 工具類
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「 飛来・ 落下・ 飛散 」 の発生リ ス ク が高い解体工事に対し 、 当社では工事計画

段階でリ ス ク の抽出から 対策立案を確実に行う ため、 各S TEPの会議体で対策を

確認する 体制を構築し 対応を強化し ている 。 工事着手時は全作業員に対する 周

知会、 工事期中では確実な対策実施と 関係者で1 サイ ク ル確認会を実施し ている 。

５ ． 「 飛来・ 落下・ 飛散( 物損)  」 災害の防止②

リ ス ク アセス メ ント のＳ Ｔ Ｅ Ｐ 飛散防止対策の例

全覆いネッ ト 折り 返し ネッ ト

仮囲上方延長 部分囲いネッ ト
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NO テーマ

1 公衆災害の発生状況

2 「配管・配線の損傷」に関する災害の防止

3 「工事車両」に関する災害の防止
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5 「飛来・落下・飛散（ 物損） 」災害の防止

6 「飛散（ 汚損） 」災害の防止

7 「騒音・振動」災害の防止

8 「火災事故」の防止

9 まとめ
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ピ ンポイ ント で急な天候変化や突風に対応でき る よ う 、 強風など の気象情報を

リ アルタ イ ムで警告連絡する シス テムを作業所毎に採用し ている 。 自主管理値

を超える 風速を観測し た際には、 関係者に警告メ ールが配信さ れ、 強風を予測

し た際には予測メ ールが配信さ れる 。 リ アルタ イ ムに強風情報が得ら れる こ と

で、 即座に場内巡回や飛散防止対策の確認・ 強化など の対応が可能と なる 。

6 ． 「 飛散（ 汚損） 」 災害の防止②

気象情報のイ メ ージ アラ ート メ ールのイ メ ージ

〇〇〇〇〇〇〇〇〇作業所

〇〇〇〇〇作業所
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NO テーマ
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8 「火災事故」の防止

9 まとめ
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「 騒音・ 振動」 は工事・ 建設作業の公害苦情の7 4 ％を占める 。 実際には、 振

動・ 騒音規制法令に違反し ている も のは５ ％に留ま っており 、 苦情の多く は

「 感覚的・ 心理的」 な被害によ る 訴えである が、 こ れら の問題に対し ても 改善

の努力が必要である 。

7 ． 「 騒音・ 振動」 災害の防止①

被害の種類
規制法令に対し て（ 騒音・ 振動）

感覚的・ 心理的
9 4 ％

違反なし
4 9 ％

規制に関する 違反5 ％

被害の内容（ 騒音・ 振動）

出展） 令和3 年度 公害苦情調査結果報告書（ 令和4 年1 2 月 公害等調整委員会事務局） を 基に作成



247 ． 「 騒音・ 振動」 災害の防止②

騒音・ 振動シミ ュ レ ーショ ン

騒音・ 振動を 低減する 対策の一つに騒音・ 振動シミ ュ レ ーショ ン を 活用し てい
る 。 工事計画時から 、 工事中の周辺への環境負荷要因を 事前に把握し 、 周辺環
境への影響を最小限に抑える 重機の配置計画と 事前対策を立案し ている 。

発生源など を設定する こ と で、 騒音・ 振動
のレ ベル分布など を 図で確認出来る
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NO テーマ

1 公衆災害の発生状況

2 「配管・配線の損傷」に関する災害の防止

3 「工事車両」に関する災害の防止

4 「建設機械」 に関する災害の防止

5 「飛来・落下・飛散（ 物損） 」災害の防止

6 「飛散（ 汚損） 」災害の防止

7 「騒音・振動」災害の防止

8 「火災事故」の防止

9 まとめ
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公衆災害の中で「 火災事故」 は割合と し ては少ないが、 東京消防庁管轄におけ

る 2 0 2 1 年の火災発生のう ち、 1 0 0 件が工事現場から の出火と なっている 。 大規

模な火災と なれば、 周辺地域への大き な損害や不安を与える こ と につながる 可

能性がある 。 火災の原因と なる 作業では「 溶接・ 溶断作業」 が約3 0 ％と 最も 多

く 、 断熱材に引火する こ と で延焼が急速に拡大し た事例が複数発生し ている 。

8 ． 「 火災事故」 の防止①

■工事現場の火災 作業区分別

断熱材に引火し た火災の例

出展） 令和4 年版 火災の実態： 東京消防庁のデータ を基に作成

溶接・ 溶断
約3 0 ％

溶接・ 溶断

出展） 総務省資料
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工事現場での火災の多く は、 断熱材に引火する こ と で大規模な延焼につながっ

ている 。 断熱材は通常、 難燃以上と さ れている が、 当社設計施工建物では2 0 2 1

年よ り 原則、 不燃認定品ま たは表面に防火コ ート を施す仕様と し ている 。

8 ． 「 火災事故」 の防止②

不燃断熱材 防火コ ート

《 バーナー試験》

出展） 積水化学工業株式会社 カタ ロ グ 出展） 大橋化学工業株式会社 カタ ロ グ

通常ウ レ タ ン 不燃断熱材 通常ウ レ タ ン 防火コ ート

バナーを近づけると
着火延焼する

表面に炭化層を形成
し燃え広がりを防ぐ

《 バーナー試験》

バナーを近づけると
瞬時に着火延焼する

防火コートの炭化、ウ レタン
の熱溶解は見られるが、大
きく延焼することはない
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当社東京本店では、 2 0 2 1 年よ り 「 作業所防火対策対応チーム」 を設置し 、 防火

対策状況の巡回点検を実施し ている 。 火災事故を防ぎ安全な作業環境を実現す

る ため、 作業所における 適正な防火安全管理の徹底を図っている 。

8 ． 「 火災事故」 の防止③

作業所 防火対策実施事例

避難経路図・ 消火器配置の掲示 協力会社「 火気作業計画書」

少量危険物保管庫 配線整理・ 電動工具充電用ロ ッ カー
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NO テーマ

1 公衆災害の発生状況

2 「配管・配線の損傷」に関する災害の防止

3 「工事車両」に関する災害の防止

4 「建設機械」 に関する災害の防止

5 「飛来・落下・飛散（ 物損） 」災害の防止

6 「飛散（ 汚損） 」災害の防止

7 「騒音・振動」災害の防止

8 「火災事故」の防止

9 まとめ



309 ． ま と め

建築工事における 公衆災害の分析と 当社の取組み

の報告を行いま し たが、 未だ、 公衆災害の撲滅に

ま では至っており ま せん。 第三者への危害を防止

し 、 地域社会に安心し て建築工事現場を受け入れ

ていただける よ う に、 継続し た取組みを今後も

行っていく こ と が大切です。

こ の報告が、 ご聴講いただいた皆様の、 今後の取

組みの参考と なれば幸いです。


